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要旨：1970 年代以前までに建設された鉄道構造物は丸鋼が用いられたものが多く存在するが，丸鋼を用いた

鉄筋コンクリート柱の破壊形態に関して定量的に述べた知見は少ない。そこで本研究では，丸鋼を用いた鉄

筋コンクリートラーメン高架橋の柱を模擬した試験体による正負交番載荷試験を実施し，破壊形態の確認を

行った。その結果，曲げ破壊と曲げ降伏後のせん断破壊は，せん断補強鋼材を用いない棒部材のせん断耐力

と，部材が曲げ耐力に達するときのせん断力の比により概ね区分することができ，曲げ破壊する試験体は部

材諸元によってはじん性率が 10 程度以上の大きな変形性能が得られることを確認した。 
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1. はじめに 

鉄道の鉄筋コンクリート（以下，RC という）構造物

は，建設年代が古いものが多い。現在の RC 構造物には

異形鉄筋が用いられることが一般的であるが，1970 年代

以前に建設された RC 構造物には，丸鋼が用いられてい

る場合がある。既往の研究例えば 1)～3)では，丸鋼を用いた

RC 部材や鉄筋とコンクリートの付着のない RC 部材に

関して，異形鉄筋を用いた RC 部材と比較してコンクリ

ートの損傷が少ないことや変形性能が高いことが報告さ

れている。 

現在，RC ラーメン高架橋や RC 橋脚等に対する耐震補

強が全国的に進められており，対象構造物の中には丸鋼

を用いたものも含まれている。しかし，RC 構造に関す

る知見の多くは異形鉄筋を対象としていることから，丸

鋼を用いた RC 構造物の耐震診断や耐震補強は，異形鉄

筋を用いた RC 部材の知見を準用して行われているのが

実情と考えられる。そのため，丸鋼を用いた RC 部材の

破壊形態を把握することは重要である。 

以上を背景に本研究では，耐震補強対象としている丸

鋼を用いた RC ラーメン高架橋の柱を模擬した試験体を

用いて正負交番載荷試験を実施し，破壊形態の確認を行

った。その結果，異形鉄筋部材として文献 4)，文献 5)に

基づき算定されるせん断補強鋼材を用いない棒部材のせ

ん断耐力 Vc と，文献 6)に基づき算定される部材が曲げ

耐力に達するときのせん断力 Vmuの比により，概ね曲げ

破壊と曲げ降伏後のせん断破壊を区分することができ，

曲げ破壊する試験体は，部材諸元によってはじん性率が

10 程度以上の大きな変形性能が得られることを確認し

たので以下に述べる。 

 

2. 実験の概要 

2.1 既存のＲＣラーメン高架橋柱の諸元 

正負交番載荷試験は，既存の RC ラーメン高架橋の柱

を模擬した縮小モデルにより実施した。当該高架橋は，

1925 年（大正 14 年）頃に建設されたものと，線増工事

により 1954 年（昭和 29 年）頃に建設されたものが並行

しており，いずれも丸鋼が用いられている。表－１に既

設 RC ラーメン高架橋柱の諸元を示す。 

既設柱は，引張鉄筋比 pt が 0.25～0.37%，せん断補強

鉄筋比 pwが 0.05～0.11%，せん断スパン比 a/d が 2.43～

3.70，曲げせん断耐力比（せん断耐力 Vuと部材が曲げ耐

力に達するときのせん断力 Vmuの比）が 1.39～2.00 であ

った。また，1925 年製と 1954 年製では軸方向鉄筋のフ

ーチングへの定着方法が異なっており，1954 年製は軸方
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表－１ 既設高架橋諸元 

図－１ 既設柱の軸方向鉄筋の定着方法 

1925 年製 1954 年製 

※鉄筋の引張降伏強度は文献 7)により，コンクリートの圧縮強度は同時期に建設された近傍の

高架橋における反発硬度の測定結果に基づく推定値である． 
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向鉄筋がフーチング内で L型に曲げられて半円形フック

により定着されているのに対して，1925 年製では 55～

70φ 程度の定着長は確保されているものの，端部に半円

形フックが設けられていないという特徴がある（図－１）。 

2.2 試験体の諸元 

試験体の諸元を表－２に，試験体の形状および配筋図

を図－２に示す。 

No.1，No.2，No.4，No.5，No.6，No.7 の 6 体は，柱断

面寸法が 450mm×450mm の縮小試験体である。No.1，

No.2，No.4，No.5 は，せん断スパン比 a/d を 3.0 とし，

異形鉄筋として算出した曲げせん断耐力比Vu／Vmuをパ

ラメータとした試験体であり，Vu／Vmuは 1.06～1.83 で

ある。ここで，Vuは帯鉄筋により受け持たれる棒部材の

せん断耐力 Vs とせん断補強鋼材を用いない棒部材のせ

ん断耐力 Vcの和とし，Vsは文献 6)に示される方法によ

り，Vcは a/d によるせん断耐力の増加を考慮した値とし

て文献 4)および文献 5)に示される方法により算出した。

また，Vmuの算出にあたり曲げ耐力 Muは，文献 6)に示さ

れる方法により算出した。 

No.6 は，配筋は No.1 と同じで a/d を 2.0 とした試験体

である。No.7 は，異形鉄筋試験体であり No.1 の配筋を

基本として材質および鉄筋径が近い異形鉄筋を使用した。 

なお，これら 6 体の試験体は，軸方向鉄筋の間隔 D と

軸方向鉄筋径 φ の比 D/φ を既設柱と同程度としたため，

引張鉄筋比 pt およびせん断補強鉄筋比 pw は既設柱より

も若干大きい値となっている。 

No.8，No.9 は，既設柱に近い諸元とした試験体であり，

柱断面は 700mm×700mm とし，ptおよび pwを既設柱と

同程度とした。No.8 は 1954 年製の柱を模擬した試験体

であり，No.9は 1925年製の柱を模擬した試験体である。 

軸方向鉄筋のフーチング側の定着方法は，No.9 以外の

試験体は半円形フックにより定着し，No.9 は半円形フッ

クがない構造とした。試験体の軸方向鉄筋のフーチング

側の定着長は，丸鋼とコンクリートの付着強度を文献 6)

に基づき，異形鉄筋とコンクリートの付着強度の 40%と

して既設柱の定着長を算出した結果，最大 47φ程度であ

図－２ 試験体の形状および配筋例 

表－２ 試験体の諸元 

No.1 試験体 No.9 試験体 

※ 材料強度はコンクリートが圧縮強度を鋼材が引張降伏強度を示す。 
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図－４ 載荷装置の概要 
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ったこと，既設柱の図面より軸方向鉄筋の定着長が 50φ

程度以上確保されていたことから 50φとした。また，半

円形フックの形状は，実構造物では確認されていないた

め，文献 8)を参考に図－３に示す形状とし，直線部の長

さは 1.5φ とした。なお，このフックの直線部の長さは，

帯鉄筋のフックにも適用した。柱上端側の軸方向鉄筋の

定着方法は，先行して試験を実施した No.1，No.4，No.5

は半円形フックにより定着したが，その他の 5 試験体は

柱上端側の軸方向鉄筋の定着部コンクリートの破壊が懸

念されたため，柱天端に設置した鋼板にネジ切り加工し

た軸方向鉄筋をナットにて固定する方法とした。 

2.3 載荷方法 

載荷装置の概要を図－４に示す。載荷方法は静的正負

交番載荷とし，軸方向圧縮応力度は既設高架橋と同程度

の 1.0N/mm2 とした。また，各ステップでの繰り返し回

数は 3 回とした。  

基準水平変位 δyは，丸鋼試験体では鉄筋とコンクリー

ト間のすべりにより，軸方向鉄筋が降伏ひずみに達する

までに大きな水平変位を要することが懸念されたため，

軸方向鉄筋が初降伏した時，または水平荷重が降伏荷重

の計算値に達した時のいずれか早い方の載荷点変位を δy

として，δyの整数倍の水平変位で載荷を行った。結果と

して本実験では，全試験体で水平荷重が降伏荷重の計算

値に達した時の載荷点変位を δyとしている。  

 

3. 実験結果と考察 

3.1 丸鋼試験体の損傷状況 

 写真－１は試験体の損傷状況であり，No.4，No.7，No.8

は水平荷重が降伏荷重の計算値まで低下した水平変位時

での損傷状況，No.9 は水平荷重が降伏荷重の計算値の

80%まで低下したときの水平変位時の損傷状況を示す。 

(1) No.1，No.2，No.5，No.6，No.8 

No.1，No.2，No.5，No.6，No.8 の破壊形態は曲げ破壊

であり，概ね同様の損傷状況であった。これら 5 試験体

は，柱基部を除いてほとんどひび割れは発生しなかった。

6～8δyで柱基部の載荷面側の隅角部のコンクリートが圧

壊し，その後の載荷の進展に伴い損傷範囲は次第に拡大

したが，水平荷重が降伏荷重の計算値まで低下した段階

においても，異形鉄筋試験体 No.7 と比較して軸方向鉄筋

の面外方向の変形は小さく，かぶりコンクリートの剥離

も少なかった。水平荷重が降伏荷重の計算値まで低下し

た時の剥離範囲は，柱基部から 0.4～1.0D(D：断面高さ)

であった。 

(2) No.4 

No.4 は，曲げせん断耐力比 Vu／Vmuが 1.06 の試験体

である。破壊形態は曲げ降伏後のせん断破壊であった。

1δyの段階から柱基部から 1D程度の高さに曲げひび割れ

および斜めひび割れが発生した。その後，軸方向鉄筋が

降伏ひずみに達した 2δyで，柱基部から 1.3～1.6D の高さ

から対角の基部付近に向かうX状の斜めひび割れが進展

し，6δyで斜めひび割れが開口して水平荷重が大きく低下

した。柱コンクリートの損傷範囲は，柱基部から 1.5～

2.0D 程度の高さであった。 

(3) No.9 

 No.9 は，軸方向鉄筋のフーチング側の定着部に半円形

フックがない試験体である。3.3 で後述する通り，3δy以

降においてフーチングから軸方向鉄筋の定着破壊による

大きな抜け出しが発生した。その結果，3δy以降は水平荷

重は増加せず，他の曲げ破壊した丸鋼試験体と比較して

圧縮側コンクリートの損傷は非常に緩やかに進展した。

かぶりコンクリートの剥離範囲は，水平荷重が降伏荷重

の計算値の 80%まで低下した 12δyの段階においても，柱

基部から 0.2～0.4D の高さまでであった。 

写真－１ 試験体の損傷状況 

No.8（16δ-2 押） 

曲げ破壊(丸鋼) 
No.7（11δ-2 押） 

曲げ破壊(異形鉄筋) 

 No.4（6δ-1 押） 

曲げ降伏後のせん断破壊 
  No.9（12δ-3 押） 

軸方向鉄筋の定着破壊 

表－３ 最大荷重の実験値と計算値 

正 負 正 負

NO.1 172.4 196.8 192.5 1.14 1.12

NO.2 212.7 241.6 229.3 1.14 1.08

NO.4 293.8 338.7 315.2 1.15 1.07

NO.5 142.1 166.7 163.3 1.17 1.15

NO.6 256.6 296.9 279.8 1.16 1.09

NO.7 199.0 245.2 241.8 1.23 1.21

NO.8 350.0 397.6 379.8 1.14 1.09

NO.9 295.2 262.4 255.0 0.89 0.86

計算値

(kN)

実験値 (kN) 実験値／計算値試験体

最大荷重
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3.2 荷重－変位関係 

 表－３に最大荷重 Vu の実験値と異形鉄筋として算出

した計算値を示す。また，図－５に No.4，No.7，No.8，

No.9 の荷重－変位曲線を示す。図中には，荷重－変位曲

線の骨格曲線の計算値を併記している。計算結果の各点

は，原点に近い側からそれぞれ，ひび割れ発生点（C 点），

部材降伏点（Y 点），最大耐力点（M 点），部材降伏点の

耐力を維持できる限界点（N 点）である。 

曲げ破壊した No.1，No.2，No.5，No.6，No.8 は，3δy

～6δyで最大荷重に達し，最大荷重の実験値と計算値の比

は 1.07～1.17 であった。水平荷重はその後の載荷の進展

に伴い低下したものの，N 点以降も異形鉄筋試験体 No.7

のような急激な荷重低下はなく，安定した履歴曲線とな

っている。一方，曲げ降伏後にせん断破壊した No.4 は，

3δyで最大荷重に達し，5δyまでは概ね曲げ破壊した試験

体と同様の経過であったが，斜めひび割れが開口した 6δy

で急激に荷重が低下した。 

軸方向鉄筋の抜出しが発生した No.9 の水平荷重は，

1δy で降伏荷重の計算値に達し 2δy で最大荷重となった。

最大荷重の実験値は計算値の 86～89%であった。3δy 以

降の水平荷重は，他の曲げ破壊した試験体と比較して緩

やかに低下した。これは，軸方向鉄筋の抜け出しにより，

コンクリートの損傷が少なかったためと考えられる。 

3.3 軸方向鉄筋ひずみ 

 図－６は軸方向鉄筋ひずみの高さ方向分布である。

No.8，No.9 について示す。半円形フックにより定着した

丸鋼試験体の軸方向鉄筋ひずみの発生状況は，全て同様

の傾向であったため代表して No.8 のみ示す。また，No.9

図－５ 荷重－変位曲線 

図－６ 軸方向鉄筋ひずみの高さ方向分布 

No.8（曲げ破壊：丸鋼） No.7（曲げ破壊：異形鉄筋） 

No.9（軸方向鉄筋の定着破壊） 

No.9（半円形フックなし） No.8（半円形フック有り） 
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は軸方向鉄筋のフーチング側の端部に半円形フックがな

い試験体である。 

 柱部分のひずみに着目すると，No.8 は載荷ステップの

進展に伴い丸鋼とコンクリートの付着力が低下し，高さ

方向にひずみが平均化している。また，発生ひずみは，

最大荷重付近となる 6δy以降では降伏ひずみ εy程度を上

限に増加が頭打ちとなっている。一方，No.9 は全体的に

発生ひずみが No.8 よりも小さい。柱基部に着目すると，

2δyまでは No.8 と同程度のひずみが発生しているが，そ

の後の載荷ステップでは逆に発生ひずみが小さくなって

おり，軸方向鉄筋が抜け出したことが分かる。 

この結果から，軸方向鉄筋の定着部に半円形フックが

なく定着長が 50φ以下の場合，軸方向鉄筋の定着破壊に

よる抜け出しが発生し，半円形フックにより定着を確保

した RC 柱と異なる破壊形態となることが確認された。 

3.4 帯鉄筋ひずみ 

 図－７は，丸鋼試験体の帯鉄筋ひずみの高さ方向分布

である。曲げ破壊した試験体のうち No.8 と曲げ降伏後に

せん断破壊した No.4 について示す。 

 No.8 は，6δy 以降では軸方向鉄筋の面外方向への変形

量の増大により，柱基部から 200mm までの高さの帯鉄

筋の発生ひずみは増大するが，最大荷重となる 6δy まで

の帯鉄筋の発生ひずみは最大 200μ 程度である。柱基部

から 50mmの高さの帯鉄筋以外にはひずみはほとんど発

生しておらず，既往の研究例えば 1),2)と同様の結果であった。

一方で No.4 は，柱基部から 200mm と 350mm の高さの

帯鉄筋のひずみが載荷ステップの進展に伴い増加してお

り，水平荷重が急落した 6δyで発生ひずみが降伏ひずみ εy

を超えている。 

このことより，曲げ破壊した試験体と曲げ降伏後にせ

ん断破壊した試験体では，帯鉄筋ひずみの発生状況が異

なり，曲げ破壊する試験体は帯鉄筋にひずみがほとんど

発生しないことが確認された。 

3.5 破壊形態と Vc／Vmuの関係 

 曲げ破壊した丸鋼試験体は，ひび割れがほとんど発生

せず，帯鉄筋の発生ひずみも非常に小さいことから，帯

鉄筋はせん断力をほとんど負担していないと考えられる。 

そこで，丸鋼試験体の部材のせん断耐力には帯鉄筋に

より受け持たれる棒部材のせん断耐力 Vs を考慮しない

ものとして曲げせん断耐力比を算出し，破壊形態との関

係を整理することとした。 

表－４は，丸鋼試験体における，せん断補強鋼材を用

いない棒部材のせん断耐力 Vc と部材が曲げ耐力に達す

るときのせん断力 Vmuの比 Vc／Vmuおよび，各試験体の

破壊形態を示したものである。なお，軸方向鉄筋が定着

破壊した No.9 の結果は除いている。また，丸鋼を用いた

類似の実験結果として澤松らの実験結果 1),9)を併記した。 

曲げ破壊した試験体は，Vc／Vmu が 0.91 以上であり，

曲げ降伏後にせん断破壊した No.4 は 0.70 であった。試

験体数は少ないものの，この結果から丸鋼を用いた RC

部材の曲げ破壊と曲げ降伏後のせん断破壊は，Vc／Vmu

により概ね区分できると考えられ，本実験の範囲におい

てはVc／Vmuが 0.91以上の場合には曲げ破壊となること

が確認された。 

3.6 じん性率と Vc／Vmuの関係 

図－８は，じん性率の実験値 μexpと Vc／Vmuの関係を

示したものである。 

μexpは，終局変位の実験値 δuexpを降伏変位の実験値 δyexp

で除した値とし，正側，負側の低い方の値を図示した。

ここで，δyexpは水平荷重が降伏荷重の計算値 Pycalに達し

た時の水平変位の実験値とし，δuexp は荷重－変位曲線の

包絡線において，試験体の水平荷重が Pycalを下回らない

最大変位とした。 

図－８によると，μexp と Vc／Vmu の関係には一定の正

図－７ 帯鉄筋ひずみの高さ方向分布 

No.8（曲げ破壊） 

No.4（曲げ降伏後のせん断破壊） 

表－４ Vc／Vmu と破壊形態 
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の相関が見られる。また，じん性率に着目すると曲げ破

壊となる Vc／Vmuが 0.91 以上の試験体の場合には，μexp

が 10 程度以上の高い変形性能が得られる結果であった。 

一方，図－９は μexp と Vu／Vmu の関係であるが，μexp

とVu／Vmuの関係は，図－８よりも相関が低い。これは，

前述の通り Vu には帯鉄筋により受け持たれるせん断耐

力 Vsが含まれているが，曲げ破壊する丸鋼試験体の場合

Vsは極めて小さく，部材のせん断耐力を過大評価してい

るためであると考えられる。 

 

4. まとめ 

断面寸法が 450mm×450mm または 700mm×700mm，

せん断スパン比 a/d が 2.0～3.0，引張鉄筋比 ptが 0.25～

1.13%，せん断補強鉄筋比 pw が 0.07～0.19%，軸方向圧

縮応力度が 1.0N/mm2，軸方向鉄筋のフーチングへの定着

長が 50φの RC 試験体を用いて静的正負交番載荷試験を

行い，丸鋼を用いた RC 柱の破壊形態について考察を行

った。本実験で得られた知見を以下に示す。 

(1) 丸鋼を用いた RC 柱の破壊形態は，軸方向鉄筋の定

着が確保されている試験体では曲げ破壊と曲げ降

伏後のせん断破壊が確認された。曲げ破壊となる試

験体は，a/d によるせん断耐力の増加を考慮したせん

断耐力 Vcと，異形鉄筋として算出した，部材が曲げ

耐力となるときのせん断力 Vmuの比により概ね判定

が可能であり，本実験では Vc／Vmuが 0.9 程度以上

の試験体では，全て曲げ破壊となった。 

(2) じん性率 μexpと Vc／Vmuとの関係には一定の正の相

関が見られる。本実験では，Vc／Vmu が 0.9 程度以

上の場合には，じん性率が 10 程度以上の高い変形

性能を持っていることが確認された。 

(3) 軸方向鉄筋のフーチング側の端部に半円形フック

がない試験体は，軸方向鉄筋の定着破壊による抜け

出しが発生した。その際の最大荷重は，半円形フッ

クにより定着を確保した試験体よりも低く，異形鉄

筋としての計算値の 86～89%であった。 
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図－８ じん性率μexpと Vc／Vmuの関係 

図－９ じん性率μexpと Vu／Vmuの関係 
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